
































































































































長野県の社会資本総合整備計画中間評価について

2. 社会資本総合整備計画の中間評価結果

■局地的な大雨に対応するた
め、雨水渠の整備を行い、浸
水被害を軽減します。

◇雨水渠の整備

（２）浸水対策

内水浸水被害 ポンプによる排水

■老朽化した下水施設の改築
更新を行い、延命化します。

◇処理場の改築・更新
◇管渠の改築・更新

（３）老朽化対策

管更生中央監視装置の更新

※土木建築設備耐用年数：概ね 躯体50年、設備15年
機械設備耐用年数：概ね15年～20年
電気設備耐用年数：概ね10年～20年■未普及地域の早期解消のた

め、汚水管渠を整備します。
◇汚水管渠の整備
◇統合に伴う管渠の整備

（１）未普及対策
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【下水道処理人口普及率】（Ｈ３０末実績）
下水道を利用できる区域内人口１，７５３，８２５（人）

／長野県の行政人口２，０９１，８５７（人）＝８４％
※Ｒ１．８．２２現在の暫定値

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 83% 84% 85%

実績値 83% 84% ―

＜未普及対策を整備計画に位置付けている自治体＞
小諸市、茅野市、佐久市、坂城町他 全２９自治体

※農業集落排水統合に伴う管渠整備等を含みます

【浸水対策整備率】（Ｈ３０末実績）
浸水対策整備済み面積６，６９３（ｈａ）

／優先的に浸水対策が必要な排水区域面積１７，５６４（ｈａ）
＝３８％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 37% 38% 40%

実績値 37% 38% ―

＜浸水対策を整備計画に位置付けている自治体＞
長野市、松本市、茅野市他 全１１自治体
※この他、岡谷市は市町村単独の整備計画で

浸水対策を実施

【浸水対策整備率（浸水被害発生排水区）】（Ｈ３０末実績）
浸水対策整備済み面積 ０（ｈａ）

／優先的に浸水対策が必要な排水区域面積 ３（ｈａ）＝０％
※茅野市ちの上原地区に限ります

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 0% 0% 100%

実績値 0% 0% ―

【長寿命化・耐震化対策が必要な管渠施設における
実施率】（Ｈ３０末実績）
長寿命化・耐震化対策を実施する自治体数２０

／長寿命化・耐震化対策が必要な自治体数６４＝３１％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 21% 30% 30%

実績値 21% 31% ―

【長寿命化対策（耐震化を含む）が必要な処理場における
実施率】（Ｈ３０末実績）
長寿命化対策（処理場を含む）を実施する処理場数５３
／長寿命化対策（処理場を含む）が必要な処理場数１０５

＝５０％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 31% 51% 58%

実績値 31% 50% ―

＜長寿命化対策を整備計画に位置付けている
自治体＞

長野県、長野市、松本市、上田市他 全４９
自治体

未普及対策箇所

１. 社会資本総合整備計画の種類

計画の名称 長野県「水循環・資源循環のみち２０１５」構想の推進による、安全・安心な暮らしの実現

計画の期間 平成２８年度～平成３２年度（令和２年度） （５年間） ※平成３０年度が中間年

交付対象 長野県、長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市 他 全３６自治体

計画の目標 ①汚水幹線の整備を行うことにより、安心で快適な暮らしを実現し、良好な水環境を創造する。
②雨水幹線等の整備を進めることにより、浸水被害の軽減を図り、安全な暮らしを実現する。

③下水道施設の長寿命化・耐震化対策を行うことにより、施設の持続的な管理・運営を図り、安全で安
心な暮らしを実現する。

１．社会資本整備総合交付金（通常）

計画の名称 長野県「水循環・資源循環のみち２０１５」構想の推進による、安全・安心な暮らしの実現（防災・安全）

計画の期間 平成２８年度～平成３２年度（令和２年度） （５年間） ※平成３０年度が中間年

交付対象 長野県、長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市 他 全５３自治体

計画の目標 下水道施設の長寿命化・耐震化対策を行うことにより、施設の持続的な管理・運営を図り、安全で安心な
暮らしを実現する。

２．防災・安全交付金

計画の名称 長野県「水循環・資源循環のみち２０１５」構想の推進による、安全・安心な暮らしの実現（防災・安全）（重
点計画）

計画の期間 平成２８年度～平成３２年度（令和２年度） （５年間） ※平成３０年度が中間年

交付対象 長野市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、駒ヶ根市 他 全１７自治体

計画の目標 南海トラフ地震の対象地域における重要施設（消毒施設、管理棟、下水道総合地震計画に位置づけて
いる管渠）の地震対策を行うことにより、施設の持続的な管理・運営を図り、安全で安心な暮らしを実現
する。雨水幹線等の整備を進めることにより、浸水被害の軽減を図り、安全な暮らしを実現する。

３．防災・安全交付金（重点計画）
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【単位：百万円／年度】
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■処理場や緊急輸送路下にある
管渠の耐震化を図り、地震時
の被害を最小限にします。

◇ﾏﾝﾎｰﾙの耐震化、ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ整備
◇管理棟、消毒施設、揚水施設の耐震化

（４）地震対策

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ処理場の
耐震化

ﾏﾝﾎｰﾙの
耐震化

※南海トラフ地震防災対策推進地域指定市町村数：34市町村

【下水道総合地震対策計画に位置付けた管渠耐震化
における実施率】（Ｈ３０末実績）
下水道総合地震対策計画に位置付けた管渠の
耐震化を実施する自治体数７
／管渠の耐震化が必要な自治体数２４ ＝２９％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 24% 24% 24%

実績値 24% 29% ―

【重要施設耐震化対策が必要な処理場における
実施率】（Ｈ３０末実績）
重要施設耐震化対策を実施する処理場数１１

／重要施設耐震化対策が必要な処理場数２６
＝４２％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 14% 33% 38%

実績値 14% 42% ―

【避難所のマンホールトイレ設置率】
（Ｈ３０末実績）
マンホールトイレを設置した避難所の箇所数５
／計画期間内で総合地震対策計画に位置付けられた
避難所の箇所数８ ＝６３％

当初値
（H28当初）

中間値
（H30末）

最終値
（R2末）

目標値 0% 88% 100%

実績値 0% 63% ―

３．評価結果と今後の方針

未普及対策について概ね計画どおりに進んでいる。長野県の汚水処理人口普及率は平成２９年度末
現在で９７．８％と比較的高いが、今後も未普及地域の早期解消に取り組む。

浸水対策について概ね計画どおりに進んでおり、頻発するゲリラ豪雨に備えて今後も引き続き対策を
実施する。また、浸水被害が発生した排水区域について、令和元年度及び令和２年度に雨水幹線等
の整備を行って安全性を向上させる。

老朽化対策について概ね計画どおりに進んでいる。今後は各自治体においてストックマネジメント計
画を早期に策定し、施設間の優先順位付け及び対策の平準化を行う。

重要施設の地震対策を行った結果、目標値以上に管渠及び処理場の耐震性能が備わり、安全性が
向上した。また、非常時に必要なマンホールトイレの整備が行われた。引き続き、重要施設の地震対
策を行い、耐震化実施率を上げる。

＜地震対策を整備計画に位置付けている自治体＞
長野県、塩尻市、茅野市、伊那市他 全４３自治体

（参考）整備計画への位置付け状況

※整備計画への位置付け
がある自治体数：全５７

（１）未普及対策

（２）浸水対策

（３）老朽化対策

（４）地震対策


